
第26回大阪府地方独立行政法人評価委員会　議事要旨
１　日時　　　　平成23年８月25日（木）　午前10時45分～12時00分

２　場所　　　　大阪府庁咲洲庁舎　４４階大会議室

３　出席委員　　安部委員長、明石委員、石原委員、請川委員、川嵜委員、古村委員、米谷委員、南島委員、中島委員、野崎委員、藤田委員、槙野委員、松澤委員、山口委員

（山谷委員は欠席）
４　議題
（１）公立大学法人大阪府立大学の平成22事業年度の業務実績に関する評価について

（２）公立大学法人大阪府立大学の第１期中期目標期間の業務実績に関する評価につい
　　　て

（３）地方独立行政法人大阪府立病院機構の平成22年度業務実績に関する評価について

（４）地方独立行政法人大阪府立病院機構の第１期中期目標期間の業務実績に関する評価について
（５）地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所の中期目標の案について

（６）地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の中期目標の案について

（７）その他
５　議事概要

Ⅰ　開会

○　委員長が議事項目の確認を行った。
Ⅱ　議事

（1） 公立大学法人大阪府立大学の平成22事業年度の業務実績に関する評価について
（2） 公立大学法人大阪府立大学の第１期中期目標期間の業務実績に関する評価について
　○  資料９－１「評価委員会及び各部会における審議の経過（大学部会・病院部会）」により、大学部会における審議経過とその結果について、大学部会長が次のとおり報告した。
　　・　平成22事業年度及び第１期中期目標期間の業務実績評価について、第19回部会及び第20回部会で審議。先ほど開催した第21回部会において評価結果（案）をまとめた。
・　財務諸表及び積立金処分の知事承認に関する意見については、第18回部会で審議を行い、意見がない旨の意見書を決定の上、資料10のとおり６月24日付けで知事に提出した。

○　委員長が資料１「公立大学法人大阪府立大学平成22事業年度の業務実績に関する評価結果（案）」、資料２「公立大学法人大阪府立大学平成22事業年度の業務実績に関する評価結果〈参考資料〉小項目評価（案）」、資料４「公立大学法人大阪府立大学中期目標に係る業務の実績に関する評価結果（案）」及び法人に対する評価結果の通知文、知事に対する評価結果の報告文の決定について、一括して各委員に諮った。

○　通知文及び報告文の案を配布し、委員長が各委員に異議がないことを確認し、評価結果、通知文及び報告文を決定した。
（３）地方独立行政法人大阪府立病院機構の平成22年度業務実績に関する評価について
（４）地方独立行政法人大阪府立病院機構の第１期中期目標期間の業務実績に関する評価

について
○  資料９－１「評価委員会及び各部会における審議の経過（大学部会・病院部会）」により、病院部会における審議経過とその結果について、病院部会長が次のとおり報告した。

・　平成22事業年度及び第１期中期目標期間の業務実績評価について、第20回部会及び第21回部会で審議。先ほど開催した第22回部会において評価結果（案）をまとめた。
・　積立金処分の知事承認に関する意見については、第19回部会で審議を行い、意見がない旨の意見書を決定の上、資料10のとおり６月24日付けで知事に提出した。

・　財務諸表の知事承認に関する意見については、第21回部会で審議を行い、意見がない旨の意見書を決定の上、資料10のとおり８月２日付けで知事に提出した。
　○　委員からの質問・意見（◆で表示）と病院機構からの説明（⇒で表示）があった。
◆　資料８の４ページ、資料４「病床利用率」について、急性期、呼吸器、精神医療センターの病床利用率が非常に高まっている一方で、成人病センターと母子医療センターの病床利用率が低下しているのはなぜか。
⇒　病床利用率は、平均在院日数の影響を受ける。平均在院日数については、医療技術の進歩による手術方法の変更やクリニカルパスの導入による医療の標準化などにより短縮化している。２病院とも地域医療連携の充実強化に取り組み、入院患者数の増加に努めているが、平均在院日数の短縮化が大きく影響し、病床利用率が低下している。

　病床利用率については、府立の病院としてより多くの患者に入院医療を提供するという観点から、地域連携のさらなる充実強化などにより入院患者数を確保し、向上に取り組んでいきたいと考えている。
◆　６０億円の債務を解消したということだが、解消のためにどのようなことに取り組んできたのか。
⇒　収入の増加と支出の減少を行った。収入については、患者数の増加と、在院日数を減らすことによる回転率の上昇に努めた。また、質の向上のため、７対１看護の導入など各病院が積極的に診療報酬を上げる努力をした結果、毎年の収入が増えた。
　　　　支出減については、５病院共通で診療材料等の購入業務を業者に任せることにより、５年間で100名弱の職員数の削減を行った。ただし、医師及び看護師等に関しては増員をしている。

以上のように、収入増と支出減を行うことで、毎年黒字を計上し、第１期中期目標期間で６４億５０００万円ほどの不良債務を解消した。
○　質問が出尽くしたので、委員長が資料５「地方独立行政法人大阪府立病院機構平成22事業年度の業務実績に関する評価結果（案）」、資料６「地方独立行政法人大阪府立病院機構平成22事業年度の業務実績に関する評価結果〈参考資料〉小項目評価（案）」、資料８「地方独立行政法人大阪府立病院機構中期目標に係る業務の実績に関する評価結果（案）」及び法人に対する評価結果の通知文、知事に対する評価結果の報告文の決定について、一括して各委員に諮った。

○　通知文及び報告文の案を配布し、委員長が各委員に異議がないことを確認し、評価結果、通知文及び報告文を決定した。
（５）地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所の中期目標の案について
○  資料９－２「評価委員会及び各部会における審議の経過（産業技術部会・環境農林水産部会）」、資料11－1「地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所の中期目標（案）の概要」、資料11－2「地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所の中期目標（案）」及び事務局から配付された「意見書（案）」により、産業技術部会での審議経過と意見書案について、産業技術部会長が次のとおり報告した。
・　大阪府立産業技術総合研究所（以下、「産技研」という。）の中期目標及び中期計画の素案については、３回にわたり開催された部会にて審議を行い、部会での議論が踏まえられていることを確認した。
・　中期目標（案）については、「中期目標（案）のとおり定めることが適当である」と結ぶことを確認した。

・　中期計画（素案）については、大阪府の予算議論を踏まえ、平成24年２月に開催予定の部会で意見を決定し、２月末頃開催予定の評価委員会にて報告する。
○　事務局から、中期目標（案）に対する意見書（案）を読み上げ、委員長が各委員に異議がないことを確認し、本日付けで意見書を決定した。
（６）地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の中期目標の案について
○  資料９－２「評価委員会及び各部会における審議の経過（産業技術部会・環境農林水産部会）」、資料12－1「地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の中期目標（案）の概要」、資料12－2「地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の中期目標（案）」及び事務局から配付された「意見書（案）」により、環境農林水産部会での審議経過と意見書案について、環境農林水産部会長が次のとおり報告した。
・　大阪府環境農林水産総合研究所（以下、「環農総研」という。）の中期目標及び中期計画の素案については、３回にわたり開催された部会にて審議を行い、部会での議論が踏まえられていることを確認した。

・　中期目標（案）については、「中期目標（案）のとおり定めることが適当である」と結ぶことを確認した。
・　中期計画（素案）については、大阪府の予算議論を踏まえ、平成24年２月に開催予定の部会で意見を決定し、２月末頃開催予定の評価委員会にて報告する。
　○　委員からの質問・意見（◆で表示）と産技研及び環農総研からの説明（⇒で表示）があった。

◆　環農総研と産技研との連携はあるのか。
◆　産技研にも環境やバイオの組織があるので、何らかの形で連携というのは当然あるのではないか。例えば、環境やバイオなどの共同研究を進めていたように思うし、情報交換もしていたように思うが、どうか。
⇒　委員がおっしゃるとおり、環境に関する部分では、産技研と環農総研は今も一定連携しており、独立行政法人化後も連携していきたいと思っている。
産技研の中期目標では、我々の有する研究知識を企業に伝え、活かしていくために、試験研究機関等と連携することを考えており、「連携の促進」を掲げている。
⇒　産技研とは、同じ大阪府庁の内部組織ということで、情報交換や研究において連携している。独法化後も、お互いに技術の質的向上を図っていかなければいけないということで、両研究所とも、大学や他の試験研究機関等との連携について中期目標に掲げている。
◆　両法人が連携することは重要であると思う。中期計画、年度計画を策定するにあたり、この点を考慮していただきたい。
○　事務局から、中期目標（案）に対する意見書（案）を読み上げ、委員長が各委員に異議がないことを確認し、本日付けで意見書を決定した。

（７）その他

○　事務局より、資料１３「年度評価の見直しについて」により、次年度以降の年度評価の見直しについて説明を行った。
　○　評価の見直しについて、委員からの質問・意見（◆で表示）と大阪府立病院機構からの説明（⇒で表示）があった。

◆　見直しの方向性は良いが、評価項目を削減するためには、評価項目そのものを変えていかなければならない。これまでは、評価委員会は法人の立てた年度計画を追認していたが、今後は、法人が評価項目を設定する際に、今まで以上に評価委員会が関与していかなければならないのではないか。
　　　　また、主要経営指標についての他機関との比較だが、大学や病院に関しては我々委員も一般的な知見を有しているが、産技研や環農総研に関しては、計画を達成しているのかがわかりにくい。試験研究機関については、他の都道府県の類似の機関と相対的に比較して判断することが大事になると思う。
◆　法人化の経営努力については、法人自身がＰＲとしてしっかりと評価をしていただければよいが、問題は、独立行政法人の評価委員会が、その経営努力にどう関わっていくのかという点である。大阪府は、運営費交付金を法人に交付することで、法人にどのような責任を課すのか。あるいは、運営費交付金に関して、大阪府民に対しどのような説明責任を果たすのかという点が中心になる。その点について、年度評価にてアウトカムで確認することが必要になると思う。
◆　病院機構は、それぞれ規模・性質の違う病院を一つの機構として評価している。産技研と環農総研は個々の法人として評価するようだが、試験研究機関は個々で評価し、病院機構については個々の病院ではなく一つの機構として評価をするという点は、府のスタンスとして分かりにくいのではないか。
◆　委員ご指摘の点は事務局の宿題とし、全体の評価の枠組みの中で、各組織のあり方と個別評価をどのようにするのかについて、整理させていただく。
◆　病院機構の場合、主要経営指標で他機関との比較となると、例えば私立病院と比較した場合に収益に走ることもあり得るが、それが果たしてよいのか。
⇒　ご指摘のとおり、府立病院の存在意義そのものが問われる。

大阪府立病院機構は、大阪府民の医療の質を上げ、高い医療を均等に大阪府民に提供することを主眼として運営しており、そのなかで、効率的な運営ができているかという点を評価委員会に評価いただいている。民間病院が必ずしも利益追求ばかりであるとは思わないが、少なくとも、利益を出さなければ病院を運営できない民間病院とは、その意味で少し異なっている。
　ただ、専門病院であればあるほど、比較対象の医療機関が絞られるため、比較しにくい。現在も、府内公立病院等との研究会を通じて、可能な限り府立病院と類似の項目をベンチマークにしている。
◆　閉会時間を過ぎているため、以上で審議を終了する。委員のご意見を事務局で整理し、評価の考え方について原案を作り、次回提示する。
　○事務局から、次回評価委員会を平成24年２月末か３月上旬を予定している旨報告。
Ⅲ　閉会

以上
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